BIS論壇　No.099　上海協力機構（SCO）の躍進　2012年7月7日　中川十郎

　去る6月6~7日、SCO本部がある北京でSCO首脳会議が開催された。筆者はSCO前身の上海ファイブが結成された96年4月以来、SCOはユーラシアのASEAN(東南アジア諸国連合)として、中央アジアで有力な経済組織に発展するだろうと認識し、グローバルマーケテイングの観点からも16年間、その動きをWatchしてきている。2001年6月にウスベキスタンが加入したことより、上海協力機構（Shanghai　Cooperation Organization）と名称を変更。11年には創設10周年を祝った。本年6月の首脳会議はこれまでの国境画定、テロなど安全保障の分野での協力から経済分野への協力強化が謳われ、「上海協力機構開発銀行」の設立も議題に上り、中国、ロシア主導による中央アジア経済協力圏としての色彩が濃厚になった。同機構は世界人口の4分の１、ユーラシア大陸の5分の3を占める巨大経済機構として発展が予想される。わが国としてもその動向には十分留意すべきである。　　

しかし日本外務省は米国の後押しもあると思われるが、このような動きに対抗し、麻生首相時代、繁栄の弧（Arc of Prosperity）なる戦略をかかげ、中央アジアを民主主義自由圏に引き入れようと中央アジア外交方針を策定した。だが当時、この外交政策は時代に逆行するものとの批判も惹起した。今次の首脳会議では中国、ロシア、タジキスタン、キルギス、カザフスタン、ウスベキスタンの6メンバー国を中心に、オブザーバー国のモンゴリア、インド、パキスタン、イランにアフガニスタンを追加。トルクメニスタンにトルコをゲスト国に追加。対話パートナーにベラルーシ、スリランカを追加したとのことである。　　

かかる趨勢から筆者は、SCOは石油、ガス、鉱物資源、ウラン、レアメタルなどの重要資源の宝庫の中央アジアでエネルギー分野のみならず、地政学的にも重要な地域経済協力機構に発展すると予測している。したがって、日本としては東アジア経済圏に対する広域経済圏形成の見地からSCOについては今後ともその動向を十分Watchすべきであると思う。
EU(欧州連合)は発展するアジアへの参入を狙い、ASEM(アジア・ヨーロッパ会議)を軸に筆者の命名する　Eurasia Horizontal Axis Strategy（ユーラシア横軸戦略）でアジア・中国への接近を注力している。米国はオバマ政権下、躍進するアジアへの参入を目指し、TPP(環太平洋経済連携)の実現に全力を注いでいる。筆者はこの戦略を　America’s Trans-Pacific Horizontal　Axis Strategy（米国環太平洋横軸戦略）と命名し、そのアジア参入戦略に注意すべきことを力説している。さらにプーチン新政権下のロシアは9月にウラジオで開催されるAPEC(アジア太平洋経済協力)首脳会議を機会に極東、アジア太平洋地域への進出を狙っている。かかる状況下、日本としては米国の戦略とは距離を置いた日本独自のアジア太平洋、中央アジア地域統合戦略を策定することこそ肝要である。
　欧米金融資本主義は最近のギリシア、スペインなどのEUソブリン財政危機で破綻に瀕している。米国も2008年のリーマンショックに端を発する金融危機で経済は低迷している。

今こそ日本は欧米の金儲け本位の金融資本主義に決別し、アジアの時代の新たな経済倫理に基づき、渋沢栄一の唱えた「論語と算盤」の儒教精神の再考を計るべきときである。
（日本ビジネスインテリジェンス協会理事長、東京経済大学前教授、愛知学院大学元教授）　
